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学期 １学期 ２学期 ３学期
合計
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
研修日数



























研修内容 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
校内研修 17.1 17.2 17.8 18.4
校外研修 12.2 12.2 12.9 12.2
金澤幸英・深谷和義／愛知県教育委員会が実施する教員研修の現状と課題
ると，全国で実施されている10年経験者研修の平均日数は，表５ のように示されて
いる。
　なお愛知県の場合，平成20年度には校内研修が15～20日，校外研修が合計16日と
なっていたのに対し，平成21年度には校内研修が15～20日，校外研修が合計11日と
減じている。これは１章で述べた平成21年度に開始された更新講習の負担を考慮した
ものと推察される。また，平成25年度からは，研修該当者の急増に伴う学校の教育活
動への影響を踏まえて，校外研修が eラーニングを含めて10日に改められている。
4.4. 教員免許状更新制
　１章で述べたように，教員免許法の改正により教員免許状の有効期限が10年となっ
たため，改正以前に免許状を取得した現職教員については，更新講習を受講しなけれ
ば教員免許状を失効することになり，免許状取得年度に関係なく10年に１度の受講
が必要となった。平成27年度現在において講習内容は，「教育の最新事情などの必修
領域」を12時間以上，「教科指導，生徒指導などの選択領域」を18時間以上受講・修
了するなどと指定されている。
　教員免許更新制による更新講習の受講年度は，制度施行以前に免許状を取得した者
の場合，年齢によって決定する。従って，採用からの経験年数で決定する10年経験
者研修と受講年度が重なる教員がいる。文部科学省調査によると，平成23年度に10
年経験者研修と更新講習が重複した教員は18.4％，平成24年度には，20.2％であっ
た［12］。様々な教育活動や校務，教材研究等で多忙な中，10年経験者研修と更新講習
の両者を同じ年度に受講する場合は，大きな負担となっていると考えられる。
　文部科学省からは，平成20年11月に「教育職員免許法施行規則の一部を改正する
省令及び教員免許更新制の実施に係る関係告示の整備等について（通知）［13］」の中で，
10年経験者研修の校外研修期間を５日間程度短縮することや，更新講習を現職研修
として位置付けること等を考慮することが示されている。このことから，前述のとお
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表６．非正規教員が参加可能な研修
研修名 対象
公立学校の臨時教員等研修
情報モラル指導者養成講座
臨時教員等（高校のみ）
今後，情報モラル指導の中核となる教員
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り10年経験者研修の校外研修が減じられていると推察される。
　10年経験者研修では，「個々の教員の能力，適性等に応じた研修を実施することに
より，教科指導，生徒指導等，指導力の向上や得意分野づくりを促すことをねらい」
としている［14］。一方，教員免許更新制は，「その時々で教員として必要な資質能力が
保持されるよう，定期的に最新の知識技能を身に付けることで，教員が自信と誇りを
持って教壇に立ち，社会の尊敬と信頼を得ること」を目的としている［15］。そのため，
その目的や意義が必ずしも重複しておらず，研修期間の短縮などは容易ではないと判
断されていると推察できる。
　一方で，2015年７月に文部科学省「これからの学校教育を担う教員の資質能力の
向上について（中間まとめ）」の中で，10年経験者研修について「研修実施時期の弾
力化」や「目的・内容の明確化（ミドルリーダー育成）」と示されるなど，現状の改
善を図る方針が示されている。
　以上のことから，負担の集中を回避しつつ，更新講習と研修の整合性を図るため
に，10年経験者研修について内容の精選や運用の弾力化が検討される必要がある。
4.5. 非正規教員を対象とした研修
　教育センターで実施されている研修は，原則として初任者をはじめ教諭等の正規教
員が対象となっている。しかし，学校現場では常勤講師や非常勤講師などの非正規教
員の役割は大きく，教科指導を中心に教諭と同等の力量を求められる。深谷の調査に
よると，平成25年度の愛知県立高等学校の場合では，非正規教員による教科の週担
当時数の割合は，19.3％，非正規教員の人数の割合は27.9％に達している［16］。文部科
学省初等中等教育局財務課調べによると，平成23年度における公立小・中学校では，
非正規教員の人数の割合は16.0％［17］に達しているという実態がある。
　表６は，表１で示した研修のうち非正規教員が参加可能な研修である。常勤講師の
場合，正規教員と同様に教科指導だけでなく生徒指導や学級担任等の業務に就く。こ
れらの業務に対応した研修は，主に表１における法定研修や教職経験に応じた研修で
実施される。しかし，これらの研修は殆ど正規教員を対象としているため，非正規教
員である常勤講師には参加できない。そのため，正規教員が研修によって力量向上を
図った上で実施する教科指導等に対して，研修機会のない常勤講師では十分な指導が
行えない可能性がある。非常勤講師についても，教科指導は正規教員と同様の力量を
求められるが，力量向上のための研修の機会は用意されていない。従って，正規教員
と同等の業務を行うために，正規教員以外へ相応の研修機会が用意される必要がある。
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金澤幸英・深谷和義／愛知県教育委員会が実施する教員研修の現状と課題
５．まとめ
　教員研修は，学校教育の充実に向けたその必要性と重要性から法的に実施すること
が示されており，その効果的な実施に向けて，研修の内容だけでなくその運用につい
ても工夫が凝らされるなど，目的と意味を踏まえて実施されている。しかし，その実
施体制については次の問題点がある。
　法定研修である初任者研修と10年経験者研修において，初任者研修には非常勤講
師が配置されているが10年経験者研修には配置されていない。また，10年経験者研
修については，更新講習と同じ年度での受講で大きな負担となる教員がいる。さら
に，学校現場では，常勤講師や非常勤講師等の非正規教員は不可欠な存在であるにも
かかわらず，その力量向上に向けた研修体制は不十分である。いずれも，学校業務に
支障をきたさないような対応の検討を必要としている。研修の意図と目的を踏まえ，
実情に沿った改善を図ることで，教員の力量向上を通した学校教育の充実に繋げる必
要がある。
■注
１） 指導改善研修も法定研修に含まれるが，認定された特定の教員のみが対象となるため，本論文
では扱わない。
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